
■	機関設計の形態 � ����� 指名委員会等設置会社

■	取締役の人数� ��������������������  9名�
　うち社外取締役の人数��������������  6名

■	取締役会の開催回数（2021年3月期） ����� 13回�
　全取締役の出席率 � ���������������  99%

■	取締役の任期� ��������������������  1年

考え方

三越伊勢丹グループは、お客さま・従業員・株主／投資家・お取組先・地域社会といった
ステークホルダーと良好な関係を構築するとともに、株主総会、取締役会、会計監査人等、
法律上の機能制度を整備・強化し、経営機構改革とあわせて、コーポレート・ガバナンス
改革を推進しております。
企業活動の透明性を確保し、コンプライアンス経営に徹し、当社グループに関わるすべて
のステークホルダーの皆さまに対し提供すべき様々な価値の創造に努め、皆さまからより一
層信頼される企業グループを目指します。
当社は、当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方、枠組み、及
び、運営指針を定めた「コーポレート・ガバナンスガイドライン」を制定しております。

ガバナンス06
方針・体制

背景 リスクが多様化する事業環境において、将来にわたって持続的な成
長を可能にするためにも、お客さま、株主／投資家、お取組先、従
業員の安心・安全を最優先として、リスクを明確化し、対応の一層
の強化を図っています。
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コーポレート・ガバナンス

一層のガバナンスの高度化を図ることを目的に、機関設計

として指名委員会等設置会社を採用しています。経営の意思

決定の迅速化、経営監督機構の強化、内部統制システムの充

実などに継続的に取り組んでまいります。

取締役会および各委員会の状況

議長／委員長 人数と構成 主な役割 2020年度主な議題 開催平均出席率

取締役会
議長：
久保山取締役

9名

内、社外取締役   6名（66.7％）   

グループの大局的な�
方向付けと、�
業務執行に対する�
監督・モニタリング

■	会社法、定款等で定められた�
決議・報告事項

■	長期ビジョン・中期経営計画�
などの方針決定

■	重要な業務執行のモニタリング
■	内部統制のモニタリング

指名委員会
委員長：
飯島取締役

5名

内、社外取締役   4名（80.0％）   

役員の「指名」に�
関する審議や�
意思決定

■	社長CEOの再任可否および�
後継者計画審議

■	取締役候補者の決定
■	委員会委員・執行役等の�
役員人事案審議

報酬委員会
委員長：
土井取締役

3名

全員社外取締役        （100％）         

役員の「報酬」に�
関する意思決定

■	役員報酬に関する方針の決定
■	業績連動報酬・非金銭報酬等の�
インセンティブ制度についての�
検討および決定

■	取締役、ならびに代表執行役・�
役付執行役を含む執行役の�
個別報酬額の決定

監査委員会
委員長：
赤松取締役

4名

内、社外取締役   3名（75.0％）   

執行役および取締役
の職務執行の監査、�
内部統制システムの
状況の監査、�
会計監査人の�
選解任等に関する�
株主総会提出議案の
内容の決定

■	監査方針および監査計画の策定
■	リスクマネジメントに関する�
報告

■	内部監査室報告
■	会計監査人報告
■	執行部門に対する�
業務執行状況のヒアリング

99%
（2021年3月期）

100%
（2021年3月期）

100%
（2021年3月期）

96%
（2021年3月期）

株主総会

選任・解任

会計
監査

連携・報告

連携・報告・
要請

連携・報告

取締役の選任・解任

指名委員会 報酬委員会 監査委員会 会計監査人

執行役の
選任・解任

監督

監査
執行役社長の
選定・解職

指示・報告

内部監査

執行役(会)

代表執行役社長

統括部門・事業部門・スタッフ部門 グループ各社

内部監査室

取締役会

企業統治の体制

推進体制
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当社グループでは、取締役会における審議の活性化のた

めに、以下の取り組みを行っております。

当社では、「役員在任年齢上限規程」により、在任の上限

年齢と上限任期を役位ごとに定め、適切なローテーションを

促しております。そのうえで、代表執行役および役付執行役を

含む執行役の選任、および委任契約期間満了後の再任の可否

については、各人の委任契約期間における定量的な成果、お

よび第三者機関による経営人財評価等の客観的データを適切

に評価し、指名委員会にて判断することとしております。役員

に関わる選解任基準については透明性確保のため、各ガイド

ライン・ポリシーの策定を進めてまいります。

当社グループでは、毎年度「取締役会実効性の分析・評

価」を行っており、抽出された課題について継続的な改善を

することで、取締役会のさらなる実効性向上に取り組んでお

ります。具体的には、取締役全員への個別アンケートを実施

し、取締役会の構成や審議内容、事務局によるサポート等の

運営や、役員の「指名」や「報酬」の決定プロセス等について、

定量・定性の両面から評価しております。

2020年度には、第三者であるアドバイザーの新たな視点を

盛り込んだアンケートおよびインタビューを実施し、分析・評

価を踏まえた取締役による討議のうえ、課題の抽出と改善に

向けたアクションプランをとりまとめました。

CEOの選任、後継者計画（サクセッションプラン）および
再任可否の判断については、指名委員会における最重要
事項の一つに位置づけ、透明性・公正性を確保しつつ取
り組んでおり、その在り方を同委員会で積極的に審議し、
その過程において指名委員以外の全ての社外取締役から
も意見聴取するなど、かかる取り組みのさらなる高度化を
図っています。

具体的には、CEO就任初年度に在任期間中のビジョンを
指名委員会において審議した上で、毎期経営計画に対す
る進捗状況や今後の見通し、解決すべき課題等を指名委

CEOの選任、後継者計画（サクセッションプラン）
および再任可否の判断

●❶	取締役会の決議や報告の前提となる、執行役会の議論
の質向上に取り組むこと、また取締役会においては、経
営計画や戦略的案件等、経営に関する大局的な審議の
時間を確保することで、その活性化を図っています。

●❷	�取締役会の数日前に開催する社外取締役への事前説明
会において、起案部門から十分な説明を行い、取締役
会における審議の活性化につなげています。

●❸	�取締役会の実効性評価を行い、その結果を踏まえて継
続的な改善を行うことで、取締役会のさらなる実効性
向上に取り組んでいます。

2021年4月以降、社外取締役を議長とした新体制におい

て、アクションプランを着実に実行し、検証・修正すること

で、さらなる実効性向上に努めております。

取締役会の実効性向上のための取り組み

取締役会実効性評価

役員の指名に関する方針

員会にて説明・共有します。また、CEO後継者情報につ
いては、候補者の外部経営人材評価機関によるスクリーニ
ング結果、育成計画、および経験させるべき分野への異
動配置案等のあらゆる情報を徹底して指名委員会に共有
します。

その上でCEOの継続可否については、提供されている後継
者情報も踏まえ、毎期指名委員会委員である社外取締役
が主体的にCEO継続の可否を判断できる体制を整えてお
ります。なお、緊急時のCEO候補（CEO代行者）について
は、毎期初に指名委員会にて審議・確認しております。
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当社グループは、社外取締役を独立役員として指定するに

あたって、その独立性を判断するため、「三越伊勢丹ホール

ディングス社外役員の独立性に関する基準」を独自に定めて

おり、下記のいずれにも該当しない社外役員を独立役員とし

て指定しております。

この「役員報酬原則」にもとづき、法定の報酬委員会にお

いて、「報酬」に関する検討や意思決定を社外取締役主導で

実効性高く実施し、客観性、透明性を確保しています。

執行役・執行役員においては、報酬原則を反映し、目標達

成を強く動機づけるために、下記の業績連動型賞与体系を導

入しております。

株主価値の向上に対する意識をこれまで以上に高めることを目

的として、従来の株式報酬型ストックオプションを改定し、2020

年度より一定期間の譲渡制限を付した自社株を付与し、株主と

役員の利害一致を図る譲渡制限付株式報酬を導入しております。

独立性基準
役員報酬に関する基本原則

報酬構成

賞与

譲渡制限付株式報酬

※�❷❸の「主要なお取組先」とは「当社グループと当該お取組先の連結ベースの
年間取引額が、過去３年間において１度でも両者いずれかの連結ベースの年間
総取引額の１%を超える取引があったお取組先」
※�❹の「主要な借入先」とは、「当社グループの借入金残高が、事業年度末におい
て当社グループの連結総資産の２％を超える借入先」
※�❺の「一定額」とは、「過去3年間のいずれかの年度において1千万円以上」

※1	� 基準株価：割当決議日の前取引日（当該日に終値が付かない場合はその前取
引日）の東京証券取引所における当社グループ株式の終値

※2	� 割当役員が、任期満了もしくは取締役会が正当と認める理由による譲渡制限
期間中の退任の場合は譲渡制限を解除

取締役候補者の指名にあたっては、取締役会が高い倫理観

とともに、幅広くかつ専門性の高い知識とスキルを有した多

様なメンバーで構成されるよう考慮しています。特に社外取

締役については、実業界で経営・執行経験を十分に積んだ方

をはじめとして、その客観的かつ専門的な視点からの幅広い

意見を積極的に取り入れ、バランスの取れた経営を行うため

に、異なる分野・業界から招聘することとしております。

取締役候補者については、社外取締役が過半数かつ委員長

を務める指名委員会にて決議し、株主総会へ上程いたします。

また、経営陣幹部である執行役については指名委員会にて審

議のうえ、取締役会で決議しております。

このように、ガバナンス上重要な「指名」に関する審議や

意思決定を社外取締役主導で行い、今後の指名委員会におい

ても当社グループの役員選任基準の一層の明確化に努めてい

きます。

取締役候補者の指名を行うにあたっての方針

●❶	�当社グループの業務執行者

●❷	�当社グループを主要なお取組先とする者またはその業
務執行取締役、執行役、支配人

●❶	株主と役員の利害一致の促進
●❷	�業績や株主価値の向上に向けたインセンティブ効果の拡大
●❸ （目標達成時における）産業界全般における比較におい
て遜色のない水準の提供

●❹	評価方法や報酬決定方法の客観性・透明性の確保

●❶	譲渡制限付株式の金銭報酬債権額�
執行役（取締役兼務者含む）	：月額基本報酬額×3カ月分�
非業務執行取締役	 ：月額基本報酬額×1カ月分

●❷	割当株数の算出�
個別金銭報酬債権÷基準株価※1（百株未満切り捨て）

●❸	譲渡制限期間　30年間※2

執行役・執行役員
基本報酬
×12カ月

基本報酬
×12カ月

賞与
基本報酬×5カ月分

株式報酬
基本報酬×1カ月分

株式報酬
基本報酬
×3カ月分

※取締役兼務を含む

非業務執行取締役 ※社外取締役を含む

連動目標 評価ウエイト 連動範囲
単年度連結営業利益�
目標の達成度

60%
（代表執行役社長は100%）

0～200%

（個別の）定性評価 40%
（代表執行役社長は0%）

50～150%

役員報酬

●❸	�当社グループの主要なお取組先またはその業務執行取
締役、執行役、支配人その他の使用人である者

●❹	�当社グループの主要な借入先の業務執行者

●❺	�当社グループから役員報酬以外に、一定額を超える金
銭その他の財産上の利益を受けているコンサルタント、
会計専門家、法律専門家等

●❻	�当社グループの発行済総株式数の５%以上の株式を保
有している株主またはその業務執行者

●❼	�過去３年間において上記●❶から●❺に該当していた者

●❽	�上記●❶から●❺の配偶者または二親等以内の親族
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連携・報告・要請

指名委員会 報酬委員会

リスク対策部会

コンプライアンス推進部会

サイバーリスク対策プロジェクト

コロナ対策本部会議

監査委員会

株主総会

報告・監督

議　長：社長 CEO
副議長：CRO

＊次頁参照

HDS

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

３線ディフェンスと５つのレイヤー

第5レイヤー

第4レイヤー

第3レイヤー

第2レイヤー

第1レイヤー

❺

❹

❸

❷

❶

HDS
内部監査室

HDS
リスクマネジメント室

HDS
各統括部門

事業会社
管理部門

事業会社
現業部門

取締役会

HDSリスクマネジメント室

該当部門5つのレイヤー3線

HDS統括部門

グループ事業会社  管理部門

グループ事業会社  現業部門

２
線
２
線

３
線
３
線

１
線
１
線

監査

執行役会
代表執行役 CEO HDS内部監査室

コンプライアンス・リスクマネジメントの統合的実践

リスクに対する3線ディフェンスと５つのレイヤー管理

三越伊勢丹グループでは、内部統制システム構築の基本方

針にもとづいて、グループ各社の主体的なリスクマネジメント

体制を整備・構築しています。コンプライアンス・リスクマネジ

メントの統合的な実践を通し、当社グループの全業務領域にお

けるリスクの未然防止と発生時対応の準備を横断的に行い、企

業価値の向上につなげています。

リスクが多様化する事業環境において、将来にわたり持続的

当社グループにおけるリスクマネジメント体制は3つのディ

フェンスラインと5つのレイヤーで管理されています。各グルー

プ会社を第1線、HDSリスク管理部門を第2線、HDS内部監

査室を第3線とする3つのディフェンスラインに加えて、現行の

組織においてリスク管理を行う5つのレイヤー（❶グループ事

業会社現業部門 ❷グループ事業会社管理部門 ❸HDS各統括

部門 ❹HDSリスクマネジメント室 ❺HDS内部監査室）がリス

クマネジメントにおいて担う役割を明確化することで、より実

効性の高いリスク管理体制の構築を図っています。

リスクマネジメント体制図

な成長を可能にするためにも、お客さま、お取組先、従業員の

安心・安全を最優先にリスクを明確化し、コンプライアンス・

リスクマネジメント推進体制の更なる強化を図っています。
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Plan

Check

Act Do

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議 リスク4部会 リスクマネジメントPDCAサイクル

リスクマネジメントの実効性を高める各組織

リスクマネジメント基本規程において、リスクマネジメント

の体制および「平常時のリスク管理」と「緊急事態発生時の

対応」に関する基本事項を定めています。

その実践のための最高機関として、三越伊勢丹グループ

CEOを議長とする「コンプライアンス・リスクマネジメント推

進会議」を設置し、定期的に開催する同会議を基点に、リス

クマネジメントのPDCAサイクルを構築しています。

推進会議の中では「重点リスク」の選定や見直しを行い、

リスク発生の未然防止と発生時の対応方針を審議し、グルー

プ全体で周知徹底を図っています。

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議で選定した

重点リスクについて、より具体的な対策を立案し、実践、検

証、改善のPDCAサイクルを回すために、次の４つの部会を

通して、実効性のある未然防止対策を講じています。

●❶	�リスク対策部会� �
事業継続に直結する火災や変化する自然災害をはじめ
とした重点リスクの未然防止・軽減につなげるために、
自主点検を中心とした対策に主体的に取り組む

●❷	�コンプライアンス推進部会� �
営業上のコンプライアンス違反防止に加え、品質管理関
連の法改正や主管官庁の方針に即した当社グループに
おける周知徹底に取り組む

●❸	�サイバーリスク対策プロジェクト�  
セキュリティ動向を常に把握し、グループセキュリティ
の技術的な最適化を図るとともに、日々のモニタニング
体制を整備し、未然防止や迅速なインシデント対応に
取り組む

●❹	�コロナ対策本部会議�  
お客さまと従業員の安心・安全を最優先に、グループ
共通の方針や対策を決定し、感染防止対策の徹底を図
りながら営業体制と新しい働き方の両立に取り組む

リスク4部会推進会議

内部監査

■ リスク一覧作成
■ リスクマップ策定
■ 重点リスク選定
■ �リスク対応方針・計画 

の策定

■ �重点リスク対応策の 
策定と周知徹底

■ �リスク 
マネジメント 
の実践

   （自主点検 
　活動等）

■ �問題点の 
是正

■ モニタニング・報告
■ 課題の抽出

■ 監査活動
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事業を取り巻くリスクを幅広く抽出し、「経営戦略上のリスク

および機会」と「リスク事象」の２つに仕分けを行います。

前者は経営上の課題として所管部署を明確化し経営戦略等

に反映させ、後者は事業活動に与える影響度や発生頻度を勘

案したうえで「リスクマップ」を作成し、重点的に取り組むリ

スクを選定することにより、対策の徹底を図っています。

災害や事件・事故などが発生した場合の影響度・発生頻度

を勘案した「リスクマップ」を作成（右表イメージ）し、その

中でグループ事件・事故発生件数をもとに、2021年度は重点

リスクを８項目選定しました。

リスクの一覧（カテゴリー毎に抽出） 経営戦略上のリスクおよび機会（一例）

（１）災害・外部リスク
（２）戦略リスク
（３）財務リスク
（４）人事・労務リスク
（５）オペレーションリスク�
	 ①商品・サービス�
	 ②顧客�
	 ③管財・物流�
	 ④システム・情報管理�
	 ⑤法務・コンプライアンス�
	 ⑥レピュテーションリスク

・デジタル化の進化
・SDGｓの重要性向上
・消費者行動の変化　等

リスク事象（一例）

・自然災害（風水害、地震等）
・火災
・食品事故
・ハラスメント　等

リスクの抽出 リスクへの対応リスクの仕分け

リスクマップ

重点リスク項目

High

Middle

Low

1 2 3

発
生
時
の
影
響

発生頻度・確率

大

大小

重点リスク

リスクの捉え方

リスクマップと重点リスクの選定

1. 火災、消防法違反1. 火災、消防法違反
2. 自然災害（風水害、地震等）2. 自然災害（風水害、地震等）
3. パンデミック（コロナ対応）3. パンデミック（コロナ対応）
4. サイバー攻撃4. サイバー攻撃
5. �営業上のコンプライアンス 5. �営業上のコンプライアンス 

違反（独禁法、下請法等）違反（独禁法、下請法等）
6. 詐欺（ビジネス詐欺）6. 詐欺（ビジネス詐欺）
7. テロ、デモ7. テロ、デモ
8. �食品衛生事故（アレルギー 8. �食品衛生事故（アレルギー 

有症被害、食中毒等）有症被害、食中毒等）

所管部署を明確化し、
経営戦略等へ反映させる

「リスクマップ」を作成
重点リスクを選定し、
4部会にて対策を徹底させる

新型コロナウイルス感染症による影響と対応
新型コロナウイルス感染症による消費マインドおよび消
費行動への影響は非常に大きく、この感染状況が収束を
迎えて経済活動が正常化するまでは、ライフスタイルお
よび消費構造は変化する可能性があると考えられます。
今後も日本百貨店協会等のガイドラインにもとづいた対
応基準に準じ、対策の重要性をグループ全社に周知徹
底し、店舗勤務のお取組先従業員を含めた当社グルー
プ従業員およびご家族の身体生命の安全確保と感染拡
大防止に努めてまいります。

新しい消費行動への対応
三越伊勢丹グループは、この度の新型コロナウイルス
感染症の拡大が消費行動をこれまで以上のスピードで
変化させると考えています。DXによる消費行動の変容
および非接触型社会への進化のなかで、三越伊勢丹オ
ンラインストアでのオンライン提案の強化やアプリによ
るリモートショッピングなどのEC事業を拡充し、シーム
レスな百貨店サービスを提供することにより、お客さま
の満足度を高めてまいります。合わせて、バーチャル・
リアリティ（VR）の世界への参入も開始しました。ア
プリを使用することで、お客さまはVR上で街並みをご
覧いただけるだけでなく、仮想の伊勢丹新宿本店でお
買物もでき、バーチャルでも「人とのつながり」を体験
いただけます。
今後もあらたな顧客創造および顧客獲得につながる施
策を経営計画に位置付けて推進してまいります。
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三越伊勢丹グループは、グループで働く従業員が、法令を

はじめ倫理や社会規範等を遵守していくために、コンプライア

ンスを価値観や意識・行動まで根付かせ実践することが重要

であると考えています。

そのために、役員および従業員の行動規範とする、「三越

伊勢丹グループ企業倫理行動基準」を制定し、全社に浸透を

図るとともに、コンプライアンス体制の維持向上に取り組み、

社会的信頼の確保を行っています。また、お客さま・お取組

先や従業員との関係性において遵守すべき法令や倫理行動の

指針を纏めた「コンプライアンス・ガイドブック」を社内イン

トラネットに掲示し、日々の業務における法令遵守の周知徹底

を図っています。

「コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議」下部部

会として「コンプライアンス推進部会」を設置。前年度までの

「公正取引推進部会」を2021年度よりコンプライアンスに関

する考え方に準じ法令・倫理・社会規範遵守まで幅を広げ取

り組みを進めております。

その活動においては、期初方針説明と期末総括を行う「全

体会議」、重点取り組みテーマに対する正しい知識・運用を

浸透させることを目的とした「月例部会」、現場における日常

管理を強化し事故の未然防止を図る「重点点検」で構成し、

より実効性を高めています。

①お客さま：個人情報保護の取り組み

お客さまからお預かりする個人情報を適切に管理し、正しく

利用するために従業員に対し、「プライバシーポリシー」を制

定・公開し、お客さまの信頼とご期待にお応えしています。

また、「個人情報取扱規程」を定め、適切な利用と厳重な保

護管理を規定しております。

②株主：IRポリシーの制定

IR活動において、株主・投資家の方々のご信頼と共感を得

られる企業を目指し、「IRポリシー」を制定・公開して、公

平な情報開示やコミュニケーションの充実を図っております。

③地域社会：反社会的勢力対応

「内部統制システム構築の基本方針」および「三越伊勢丹グ

ループ調達方針」において反社会的勢力との関係遮断、不

当要求の拒絶、被害の防止を掲げております。

④お取組先：公正取引を推進するための体制構築と運用

「三越伊勢丹グループ反贈賄ポリシー」および、「公正取引

に関する指針」を定め、公正かつ自由な競争を堅持し、広く

社会に貢献し続ける企業であるための体制構築と運用を推進

しております。

⑤従業員：内部通報窓口の設置と運営

グループ内で不当行為が発生した場合にその事実を速やか

に認識し改善するために、「グループホットライン規程」を定

めています。「グループホットライン」を設置し、通報者保護

の観点から社外専門会社・弁護士事務所が通報を受ける体

制を整えております。

法令・倫理・社会規範遵守
「三越伊勢丹グループ企業倫理行動基準」 

「コンプライアンス・ガイドブック」

従業員
■ 労働法
■ �ハラスメント 

防止法  等

株主さま
■ 会社法
■ �インサイダー 

取引規制法  等

お取組先
■ �独占禁止法、 

下請法
■ �不正競争防止法   

等

お客さま
■ 個人情報保護法
■ 景品表示法  等

地域社会
■ �大店立地法、 

食品衛生法
■ 環境関連法  等

三越伊勢丹
グループ

リスク対策
部会

全体会議

月例部会

コンプライ
アンス
推進部会

サイバー
リスク対策
プロジェクト

コロナ対策
本部会議

2021年度重点取り組みテーマ：
独禁法･下請法､食品衛生､
個人情報保護法等

重点点検
2021年度重点点検項目：
下請法､アレルギー表示､
食中毒（HACCP対応）

期初：方針
期末：総括

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

コンプライアンスに関する考え方 コンプライアンス推進部会 ステークホルダーに対するコンプライアンス強化ポイント

コンプライアンス推進体制
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